
高大接続改革の進捗状況について

１．高等学校教育改革

２．大学入学者選抜改革

教育課程の見直し

・ 平成２７年８月「論点整理」。
平成２８年８月「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」を取りまとめ。
年内に答申予定、平成２９年度に高等学校学習指導要領改訂予定。

学習・指導方法の改善と教員の指導力の向上
・ 生徒の資質・能力を育成する「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラーニングの視点に
よる学び）について、学習指導要領と一体で議論。

・ 教員の資質能力の向上については、平成２７年１２月答申。
教員の資質向上を図る教員養成・採用・研修の一体改革のための法案提出について準備中。

多面的な評価の推進

・ 「基礎テスト（仮称）」とも関連して、民間、校長会、自治体等が実施している多様な検定等の
実態、振興・活用方法も検討。

・ 学習指導要領の議論の中で、「キャリア・パスポート（仮称）」を検討中。学習指導要領の改
訂を踏まえ、指導要録様式例を改訂。「検定試験の評価ガイドライン」の策定に向けて検討。

・ 「高等学校基礎学力テスト（仮称）」について、文部科学省改革推進本部「高大接続改革
チーム」の下に、「検討・準備グループ」を設置し、検討中。【別添資料１】

「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の導入

・ 平成２８年４月に「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」検討・準備グループを設置し、記
述式・英語の実施方法・時期等について検討中。【別添資料２】

個別大学の入学者選抜の改革
・ 国公私立の別を問わず、各大学の方針に基づき、受検者を多面的・総合的に評価するため
の入学者選抜改革の取組が進展。
・ 委託事業において、複数の大学等がコンソーシアムを組み、地歴公民、理数、情報等に関
する新たな評価手法の開発及び普及に取り組む。【別添資料３】
・ 高等学校や大学関係者等による「大学入学者選抜方法の改善に関する協議」の場で、入学
者選抜に関する新たなルールづくりや調査書・提出書類の改善等について検討中。

３．大学教育改革

「三つの方針」に基づく大学教育の質的転換

・ ①卒業認定・学位授与、②教育課程の編成・実施、③入学者受入れの「三つの方針」の策定・
公表を各大学に義務付け。
・「三つの方針」策定・運用に関するガイドラインを国が作成・配布。

認証評価制度の改善
・ 「三つの方針」等を共通評価項目とし、平成３０年度から認証評価に反映。

※ 上記改革の着実な推進のため、平成２９年度高大接続改革関連予算として、総額６４億円
を概算要求。【別添資料４】

y-yamauchi
四角形

y-yamauchi
タイプライターテキスト
　　平成28年9月12日　 　　 中央教育審議会 初等中等教育分科会　　　　　　　資料6-1

y-yamauchi
線



y-yamauchi
タイプライターテキスト

y-yamauchi
タイプライターテキスト



 
「高等学校基礎学力テスト（仮称）」の検討状況について 

 

※これまでの主な検討状況  

○ 「高等学校基礎学力テスト（仮称）（以下「基礎テスト」という。）」は、「義務教育

段階の学習内容を含む高校生に求められる基礎学力の確実な習得」と「学習意欲の喚

起」を目的として導入が検討されたものである。基本的に各学校や設置者の判断によ

り利用することが想定されている。 

 

○ 今年度は、「高等学校基礎学力テスト（仮称）」検討・準備グループにおいて、平成

２９年度初頭の「実施方針」の策定・公表に向け、検討中。 

【参考】６月以降、これまでに２回開催。この他、主査と調整の上、各委員との間で個別に連絡・

調整を行っている。 

 

※ 今後の検討に当たっては、高校や教育委員会等の関係者、民間事業者等の意見を

十分に聞きながら進めていく予定。 

※ なお、「基礎テスト」に係る実証的・専門的検討に資するため、平成２８年度に

民間事業者に委託（公募）して具体的な問題例（ＣＢＴによる出題を含む。）の作

成を行うとともに、基礎学力の定着に取り組む実践研究校（１０道府県１２校）の

協力を得て試行的に調査を行う予定。 

 

１．検討の方向性  

（１）高大接続システム改革会議の最終報告で示された「基礎テスト」の在り方について

は、引き続き次の方向で検討する。 

① 基本的な仕組み 

実施時期（平成３１年度試行実施、３５年度実施）、科目（当面は国数英。複数レベ

ルから学校が選択）、内容（記述式を含む。英語は「話すこと」を含む４技能）、成績

提供（学力定着度合いを段階表示）、結果活用（当面、入試や就職に用いない）等、高

大接続システム改革会議の最終報告に沿ったものとする。 

 

② 主な課題 

  ・名称 

  ・ＣＢＴ、ＩＲＴの実現可能性 

  ・具体的な実施体制（民間の知見・ノウハウの活用を含む。） 

  ・その他、受検料や結果提供（表示）の在り方 等 
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y-yamauchi
タイプライターテキスト

y-yamauchi
タイプライターテキスト
　　　　　　　

y-yamauchi
タイプライターテキスト
１



 
 

 （注） 
ＣＢＴ＝コンピュータ上で実施する試験。 

ＩＲＴ＝項目反応理論の略称。異なる試験間で難易度の差による不公平を排除することも可能となる。但し、

多量の問題ストック、難易度推定のための事前の予備調査が必要となる。 
 

（２）これと併せて、高校における基礎学力の確実な習得、学習意欲の喚起のためのＰＤ

ＣＡサイクルの構築の在り方について、改めて検討を行う。 

 

２．「基礎テスト」に係る主な課題について  

① 名称  

「基礎学力の確実な習得」と「学習意欲の喚起」を目的とするものであることをよ

り明確にするため、「テスト」ではなく「診断」「検定」「検査」等を基本に新たな

名称を検討する。 

 

② ＣＢＴ、ＩＲＴの活用  

ＣＢＴ、ＩＲＴの活用については、現時点では安定的・継続的に活用可能と判断で

きる段階ではなく、引き続き専門的・技術的な研究・検討が必要。当面はＰＢＴ（紙

による実施）を基本とする。 

 

③ 具体的な実施体制（民間の知見・ノウハウの活用を含む。） 

 「基礎テスト」が高校現場で有効に活用されるものとなるためには、問題の質、実  

施の安定性・継続性の確保が重要。一方、実施に当たっては民間事業者等の知見・ノ

ウハウを最大限活用することが望ましい。 

 このため、秋以降、（a）（大学入試センターを改組した）新センターで直接実施、

（b）新センターの統括・関与の下に、民間事業者等が問題を作成し実施、の両案につ

いて検討する。 

 新センターの業務への位置付け（法改正を含む。）については、その結果を踏まえ

検討を行う。 

 

３．平成２９年度概算要求の内容  

「基礎テスト」の円滑な導入、実施に向けて、基礎学力の定着度合いを把握するた

めの出題の在り方と学習意欲の喚起につながる結果提示の在り方、学校における指導

の工夫・充実に資する実施方法等の検討に必要な事項についての実証的データを収

集・分析し、フィージビリティを確認するための試行テスト（プレテスト）の実施に

向けた必要経費を要求。【別紙１】 
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問題作成

プレテスト実施

採点・分析

試験の実施方式やテスト内容の課題（CBT及びIRT導入の実現
可能性、記述式問題の作成、英語の「話す」に関する出題や解答
方法、採点方法、結果の指導改善への活動方策など）を洗い出し、
技術的な課題とその解決方法を探るため、上記取組を通じて実証
的・専門的な検討に資するデータ収集や分析等を行う。

平成２９年度概算要求額 ２８８百万円
（平成２８年度予算額 １０９百万円）

「経済財政運営と改革の基本方針２０１６（平成28年6月）」及び「教育再生実行会議第９次提言（平成28年5月）」で示された高
校教育・大学教育と入学者選抜を通じた高大接続改革を推進するため、高校生の学習意欲の喚起とともに基礎学力の着実な
定着を目指して、高等学校基礎学力テスト（仮称）の導入検討等に取り組むこととする。この観点から、具体的には、

① 学校現場においてきめ細やかな学習指導に取り組むための指導体制の在り方の検討や教材開発等ととともに、

② 上記指導を受けた生徒の基礎学力の定着度や学習状況等を的確に把握し、更なる指導改善に活かすためのテスト手法
等に関する仕組や実施方法等

を調査研究することをもって、高等学校現場におけるＰＤＣＡサイクルの確立を目指す。

１．目的

２．実施内容（委託事業 対象：都道府県教育委員会等）

※プレテストのイメージ

委託先

（１） 高等学校基礎学力テスト（仮称）の導入を念頭に置いた基礎学
力の着実な定着に取り組む実践研究校における調査研究

・学習評価やテスト等で把握された
分析結果による指導改善方策の
検討・実施

・指導改善に必要な指導体制、教材
研究、研修等の企画・実施 など

・基礎学力の定着に向けた学校
毎の事業計画の策定

・分析結果などに基づく事業計画
の修正・変更 など

・主担当の教員や支援スタッフ等から
なる指導体制の整備

・計画に基づく授業、補習等の学習
活動の実施 など

・指導要録等への適切な反映など、
多面的な学習評価の実施

・高等学校基礎学力テスト（仮称）など
を活用した生徒の基礎学力の定着
度の測定 など

Plan Do

Action Check

（2） 基礎学力の定着度を把握するためのテスト手法等の開発

実践研究校

問題の送付
＜テスト実施＞

＜指導改善等＞

答案の送付

分析結果の提供

（受検対象：約３万人）

①試行実施に向けてのフィージビリティを確認するためのプレテスト（※）の実施

②テスト実施手法に関する研究開発

③試験問題の作成・収集・精査・蓄積 等

高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善のための研究開発事業 別紙１
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「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の検討状況について 
 

 

※これまでの主な検討状況  

○ 「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）（以下「新テスト」という。）」検討・準備グル

ープにおいて、平成２９年度初頭の実施方針の策定・公表に向け、以下のとおり、記述式や

英語の制度設計をはじめとする各論点について検討・整理。 
 

○ 特に、記述式については、教科専門家やテスト理論家等の協力を得て、作問方法と採点方

法に関する各検討チームを設け、作問の構造化や採点方法の在り方等について具体化を進め

ている。 

 

【参考】開催状況について（平成２８年度） 

・検討・準備グループ：５月以降、これまでに３回開催  

・作問方法検討チーム：６月以降、これまでに２回開催 

・採点方法検討チーム：５月以降、これまでに３回開催 

・他に、作問方法と採点方法の検討チームの合同会議を１回開催 

 

※ 具体化の検討に当たっては、今後も、大学・高等学校等の関係団体等の意見を十分に聞き、

現場の状況を踏まえて進めていく。 

 

１．記述式問題の導入  

（１）記述式の導入意義 

  ○ 記述式では、テクストの内容（筆者の考えなど）を説明する「文章の解釈」だけでな

く、テクストの内容を基に考えを文章化する「文章による表現」のプロセスを評価でき

る。 
 

○ 国立大学の二次試験においても、国語、小論文、総合問題のいずれも課さない募集

人員は、全体の約６割にのぼる。 

共通テストに記述式問題を導入し、より多くの受験者に課すことにより、入学者選抜

において、考えを形成し表現する能力などをより的確に評価することができる。このこ

とで、高等学校における能動的な学習を促進する。 
 

○ 共通テストの中で記述式問題を実施することで、記述式試験で評価すべき能力に関す

る高校・大学間での共通理解を深めることができるとともに、個別大学の問題作成や採

点の負担を軽減。 

別添資料２ 
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（２）評価すべき能力や作問の構造 

中央教育審議会における次期学習指導要領の議論も踏まえ、国語と数学について、選

択式・記述式と「思考のプロセス」の関係、共通テストと個別選抜においてそれぞれ評

価すべき能力や作問の考え方を明確化。 

あわせて、大学入試センターに作問体制を整備。 

 

※ 大学入試センターが今年度実施する「フィージビリティ検証事業」において、モデ

ル問題を作成予定。 

 

（３）採点の方法・体制 

限られた時間や採点者の体制の中で効率的に採点を行うため、現在の技術水準で実現

可能な方法により、答案の読み取り、文字認識によるデータ化、キーワードや文章構造

による分類（クラスタリング）を行うことについて、民間事業者の知見も踏まえながら

検討。                                                                                                                             

 

（４）実施時期を含む全体の制度設計 

○ 実施時期を含む全体の制度設計は、上記の（１）記述式の導入意義、（２）評価すべき

能力や作問の構造、（３）採点の方法・体制と相互に密接に関連。 

 

○ これらを全体として考慮した上で、現在、次の三つの案を検討。【別紙１】 

【案１】１月に実施し、センターが採点する案 

【案２】１２月に実施し、センターが採点する案 

   ① 記述式とマークシート式を同一日程で実施する案 

   ② マークシート式は従来通り１月に実施し、記述式を別日程で実施する案 

【案３】１月に実施し、センターがデータを処理し、それを踏まえて各大学が採点す

る案 

 

※ 【案１】については、採点期間が短期間となるため、精緻な採点が可能かという課

題が生じるとともに、出題できる記述式問題の量・質が極めて限定的なものとなる。 

※ 【案２の①】に対しては、高等学校教育の影響、運動部活動への影響の観点から、

また、【案２の②】については、受験者の負担、実施体制の確保の観点から、関係者

から懸念が示されており、十分な検討が必要。 

※ 【案３】は【案１】から派生したものであるが、この案には、出題や採点の幅が広

がるメリットがある一方、多くの検討すべき論点・課題もあることから、今後、それ

らについて十分な検討が必要。 

 

○ これら３案を基に、今後、大学・高等学校等の関係団体等の意見を踏まえ検討。 
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２．英語の多技能を評価する問題  

○ グローバル化が急速に進展する中、外国語によるコミュニケーション能力（特にスピー

キングとライティングの能力）の向上が課題。 

  

○ スピーキングとライティングを含む４技能評価の実現のためには、日程や体制等の観点

から、民間の資格・検定試験を積極的に活用する必要。 

         ※ 現状では、資格・検定試験の活用は一般入試で少ない状況。 

      ４技能評価の実現により、高等学校における授業改善を促進。 

 

○ これらを踏まえながら、英語の４技能評価を着実に推進するため、 

・ 将来的には、受検料負担に配慮しつつ、関係者の意見を踏まえながら、資格・検定

試験の活用のみにより英語４技能を評価することを目指すこと。 

なお、資格・検定試験は、高等学校学習指導要領との整合性や大学入学者選抜試験

としての妥当性、受検料負担の抑制などで一定の基準を満たすものとして、国（セン

ター）が認定したものとすること。 

・   当面は、資格・検定試験の状況を見定めつつ、センターにおいて英語の試験（リー

ディング、リスニング）を実施し、認定した資格・検定試験の２技能（ライティング、

スピーキング）の結果と共通テストの結果を組合せ、評価することなども併せて実施

すること。 

などを検討している。【別紙２】 

 

※ 英語以外の外国語の取扱いについて、上記の英語の４技能評価の検討状況も踏まえ検討。 

                               

３．マークシート式問題の改善  

○ 思考力・判断力を一層重視した作問への改善の具体的な在り方 

   中央教育審議会教育課程企画特別部会の議論も踏まえ、各教科・科目の特性を踏まえつ

つ、思考力・判断力を一層重視した作問への改善を図るため、大学入試センターに作問体

制を整備。 

 

※ 「フィージビリティ検証事業」を通じて、モデル問題（国語、数学、物理、世界史）

を作成予定。 

※ センターにおいては、新テストの記述式問題導入・マークシート式問題改善につい

て、学習指導要領の趣旨・内容との連携をより的確に確保するとともに、評価すべき

能力や作問の構造を実際の作題に確実に反映するため、作題委員構成の見直し、作題

委員の人材確保を含めた作題方針・体制の抜本的な見直しが必要。 

     

y-yamauchi
タイプライターテキスト

y-yamauchi
タイプライターテキスト

y-yamauchi
タイプライターテキスト

y-yamauchi
タイプライターテキスト

y-yamauchi
タイプライターテキスト
６



 

                               

○ 出題科目数の簡素化 

   受験者数・成績提供者数の動向や各大学の試験科目の位置づけの状況を把握するととも

に、学習指導要領の内容等も勘案しつつ、高校生の科目選択の幅に配慮して、例えば、次

のような出題科目の取扱いについて、今後、関係方面と調整。  

  ・「数学Ⅰ」と「数学Ⅰ・数学Ａ」、「数学Ⅱ」と「数学Ⅱ・数学Ｂ」の取扱い 
  ・「簿記・会計」、「情報関係基礎」の取扱い 
  ・「世界史Ａ」と「世界史B」、「日本史Ａ」と「日本史B」、「地理Ａ」と「地理Ｂ」、「倫

理」「政治・経済」と「倫理、政治・経済」の取扱い 
   

４．結果の表示  

○ マークシート式問題：よりきめ細かい評価情報の提供 

   各大学に提供する多様な情報（各科目の領域ごと、問ごとの解答状況など）に関する具

体的内容、項目、表示方法等の在り方を検討中。                                   

 

○ 記述式問題：その特性を踏まえた段階別表示の考え方 

   国語・数学の記述式問題の結果について、記述式問題の持つ特性を踏まえ、それぞれ、

段階別表示の具体的内容、項目、表示方法等の在り方を検討中。                                  

 

５．複数回実施・ＣＢＴの導入  

○ 複数回実施の実現可能性の検討 

高大接続システム改革会議「最終報告」では、「日程上の問題や、ＣＢＴの導入や等化等

による資格試験的な取扱いの可能性などを中心に、その実現に向けて引き続き検討すること

が適当」とされており、これまでの成果を踏まえつつ、引き続き検討。 

 

○ ＣＢＴについては、「フィージビリティ検証事業」において、導入に向けた検証を実施。 

この成果も踏まえつつ、平成３６年度以降の複数回実施の実現可能性を検討。 

                                    

６．プレテスト  

○ 平成２９年度概算要求の内容・スケジュール【別紙３】 

新テストを円滑に導入・実施するため、記述式の作問・採点を含むテストの信頼性・妥

当性、試験問題の難易度や試験運営上の課題、不測の事態発生時の対応、民間の活用の検証

等を行うための試行テスト（プレテスト）の実施に向けた必要経費を要求。 
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「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の記述式の実施方法・時期のイメージ（たたき台）

１２月 １月 ２月 ３月１１月

個別学力検査（実施：２月１日～）

ＡＯ入試

推薦入試

＜問題イメージ＞
出題できる問題数・文字数が極めて限定的

案１（１月実施案：センター採点）

※現行のセンター試験利用の国公立のAO・推薦、
私立の一般入試等の合格発表時期に留意

1月

高
校
定
期
考
査

12月上旬

大
学
へ
の
成
績
提
供
（２
月
２
日
～
）

文
化
祭

体
育
祭

９～１０月頃

採点期間（注）
約１５日～２５日

（＊）

別紙１

記
述
式

・国公立のＡＯ・推薦

・私立の一般入試等
合格発表

結
果
提
供

2月初旬頃

国
公
立
前
期
試
験
（２
月
25
日
～
）

国
公
立
後
期
試
験
（３
月
12
日
～
）

国
公
立
前
期
合
格
発
表
（３
月
１
日
～
３
月
10
日
）

（※

国
立
は
６
日
～
）

国
公
立
後
期
合
格
発
表
（３
月
20
日
～
３
月
24
日
）

国
公
立
第
一
段
階
選
抜
結
果
発
表
（２
月
９
日
）

高
校
卒
業
式
（３
月
上
旬
）

公
立
中
期
試
験
（３
月
８
日
～
）

公
立
中
期
合
格
発
表
（３
月
20
日
～
３
月
23
日
）

【採点期間の前提条件（案１、案２）】
◆実働800人／日
◆受験者数は最大53万人を想定
◆各正答条件を2名で採点
◆採点作業はクラスタリングを使用
※採点業務は民間の活用を想定しており、不確定
要素もあるため、採点期間は変動する可能性。

12月

＜問題イメージ＞
一定の問題数・文字数を出題

案２＜１２月実施案：センター採点＞
採点期間（注） 約３０～４０日程度

＊年末・年始の期間を除く

記
述
式

結
果
提
供

2月初旬

国
立
大
学
の
Ａ
Ｏ
・推
薦
入
試
の
合
格
発
表

（セ
ン
タ
ー
試
験
利
用
）（２
月
10
日
ま
で
）

＜問題イメージ＞
問題数・文字数・作問内容を柔軟に設定すること
が可能

案３（１月実施案：センター・大学共同採点）

1月

記
述
式

2月上旬頃

（注） 採点期間には、採点の事前・事後の、採点基準の確定、研修、成績提供準備等に係る期間を含む。

センターがデータを
処理する期間
約２０日～（＊）

国
公
立
前
期
・後
期

出
願
受
付

（１
月
25
日
～
２
月
３
日
）

【共同採点の仕組み（案３）の一例】
◆センター：採点基準作成、一定の処理（クラスタリング、形式面での確認等）
◆利用大学：内容面の採点、判定
※採点に係る役割分担について、今後、大学関係者等と調整

（＊） 実施時期を早めたり、結果提供の時期を遅らせることも検討。

デ
ー
タ
提
供

※現行の入試区分や入試日程等をもとに作成（大学入学者選抜実施要項上の区分の在り方等について見直しを検討中）

各大学採点
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～１２月 １２月or１月（※２）

４技能
資格・検定試験
（認定※１）

４技能
資格・検定試験
（認定）

４技能
資格・検定試験
（認定）

※１ 認定基準に応じて、①既存の資格・検定試験のカスタマイズ、②新規の資格・検定試験の導入もありうる。
※２センターが実施する時期については、１２月と１月の双方が考えられる。
※３大学においては、いずれか（又はその組み合わせ）の活用方式を選択し公表（選抜実施要項に明記）。

「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の英語４技能評価の実施形態について（たたき台）

【案１】４技能の資格・検定試験活用

４技能
資格・検定試験
（認定）

大学では、 を活用

※センターでは
実施せず

～１２月 １２月or１月（※２）

４技能
資格・検定試験
（認定※１）

４技能
資格・検定試験
（認定）

４技能
資格・検定試験
（認定）

Reading
Listening

マーク式(センター)

４技能
Speaking
Writing

Reading
Listening+や大学では、 等を選択し活用（※３）

【案２】英語４技能（２技能）の資格・検定試験活用＋２技能のセンター実施

４技能の民間活用【案１】
を見据えながら、当面

センターにおいても試験
を実施する案

別紙２
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「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」プレテストの実施

２．実施内容

３．達成目標・成果

１．背景・目的
高大接続改革を実現していくためには、大学入学者選抜において、「学力の３要素」を多面的・総合的に評

価する必要がある。しかし、現行の大学入試センター試験については、「思考力・判断力・表現力」を問う問
題はあるものの「知識・技能」を問う問題が中心となっており、更なる改善が必要。

そのため、中央教育審議会答申（平成２６年１２月）や高大接続システム改革会議「最終報告」（平成２８年
３月）等を踏まえ、「知識・技能」を基盤とした「思考力・判断力・表現力」を中心に評価する「大学入学希望者学力評
価テスト（仮称）」を円滑に実施・導入するため、記述式の作問・採点を含むテストの信頼性・妥当性についての実証的検
証、試験問題の難易度、運営上の問題の検証、トラブル発生時の検証、民間知見の活用等を行うための試行テスト（プ
レテスト）の実施に向けた必要経費について支援。

【平成２９年度】
●平成３０年度の大規模実施のための検証も含めたテストを実施（５万人規模、首都圏１００か所）
（主な内容）
１．実施企画（実施内容、記述式問題、英語等）
２．試験問題の作成（※）及び作成問題のチェック・分析
３．記述式問題の採点支援システムの構築及び採点マニュアル作成（国語、数学）
４．プレテスト実施・採点（５万人規模、首都圏100試験場）
５．テストシステム構築（志願票、受験票、成績提供等）

※ 国語、数学、地歴・公民、理科、英語、特別の配慮等

○ 記述式問題の実施方法・採点方法等の検証
○ 実施運営要領（実施要領、監督要領等）の作成を含む試験実施体制の構築

【平成３０年度（予定）】
●実施体制、採点体制等について、「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」と同様の形式で実施（10万人規

模）
【平成３１年度（予定）】
●平成３０年度実施を踏まえ、改善すべき内容等について実施（１～５万人規模）

※その他、ＣＢＴの導入に向けた検討を実施（複数回実施のための等化の検討を含む）

●支援期間は、平成２９年度～平成３１年度の３年間（平成30年度は「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」
と同様の形式で実施予定）

平成２９年度概算要求額 １１億円

別紙３
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大学入学者選抜改革推進委託事業 選定機関

本事業では、各大学の入学者選抜において、「思考力・判断力・表現力」や「主体性を持って多様な人々と協働して学
ぶ態度」に関する評価がより重視されることとなるよう、代表大学と参加大学等がコンソーシアムを組み、人文社会（地
理歴史科・公民科、国語科）、理数、情報、面接・調査書等に関する評価手法の開発に取り組み、その成果を普及する。

○選定件数：５件
大学等数：21大学等（国立大学13、私立大学６、独法１、学会１）
（凡例）
人文社会分野（地理歴史科･公民科）：早稲田大学（代表大学）、東京大学、一橋大学、同志社大学

関西学院大学
人文社会分野（国語科）：北海道大学（代表大学）、東北大学、九州大学、長崎大学、大学入試センター
理数分野：広島大学（代表大学）、北海道大学、筑波大学、東京大学、東京工業大学

京都工芸繊維大学、九州大学、東京理科大学、早稲田大学
情報分野：大阪大学（代表大学）、東京大学、情報処理学会
主体性等分野：関西学院大学（代表大学）、大阪大学、大阪教育大学、神戸大学、早稲田大学、

同志社大学、立命館大学、関西大学

北海道大学

北海道大学
人文社会分野（国語科）

個別試験の「国語」の記述式を中心として、
学力の３要素に基づいた具体的な評価指
標、試験問題、性能（妥当性・信頼性）が
セットになったデータベースを構築し、広く
大学に提供する。

東北大学

東京大学
一橋大学
東京大学
東京工業大学
東京理科大学
早稲田大学
東京大学
情報処理学会
早稲田大学
大学入試センター

筑波大学

早稲田大学
人文社会分野（地理歴史科･公民科）

学習指導要領改訂による地理歴史科・公民科改革（地理総合、
歴史総合、公共など）を踏まえ、思考力・判断力・表現力を問う新た
な入試問題例や作成手法等を開発するとともに、試行試験を通じ
てその課題等を明らかにする。高校・大学関係者に広く公開した
ワークショップ等を開催し、成果の普及を図る。

同志社大学
京都工芸繊維大学
同志社大学
立命館大学

大阪大学
大阪教育大学
関西大学

大阪大学
情報分野

情報科の入学者選抜試験実施
における評価手法、ＣＢＴシステム
化、ＡＩやビッグデータ技術などを
駆使した評価に関する研究を実施
し、その成果を普及する。

関西学院大学
神戸大学

関西学院大学
主体性等分野

学力の３要素の「主体性等」をより適切に評価する
ため、教育委員会、高等学校等と連携し、調査書・提
出書類や面接等を実践的に活用する方法、高校段階
でのｅポートフォリオとインターネットによる出願のシス
テムの構築、「主体性等」の評価尺度・基準の開発等
を行う。

広島大学
理数分野

学習指導要領改訂による理数教科改革（理数探究など）を踏まえ、理数分野における思考力等を総合的・多面的に評価
する手法や問題開発等を行う。その際、大学教員と高校教員が協働して検討する手法（高大協働型）、理工系人材に求め
られる知識、資質・能力から検討する手法（大学主導型）の両面から行い、高校・大学関係者への成果の普及を図る。

長崎大学

九州大学
九州大学

平成２８年度予算額 ３億円
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● 大学入学者選抜改革推進委託事業：３億円（前同）

大学入学者選抜における「思考力等」や「主体性等」の評価の推進に向け、大学入学者選抜改革を進める上での課題についての
調査・分析と、「思考力等」や「主体性等」をより適切に評価する新たな評価手法の研究・開発等について、受託機関と協力大学
が協働して取り組む。
・ 人文社会分野、理数分野、情報分野の評価手法 ・ 面接や書類審査等教科・科目によらない評価手法

● 「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」プレテストの実施：１１億円【新規】

大
学
入
学
者
選
抜
改
革

共
通

テ
ス
ト

改
革

● 大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）「高大接続改革推進事業」 ：１７億円（前同）
高等学校や社会との円滑な接続のもと、３つの方針（「卒業認定・学位授与の方針」「教育課程編成・実施方針」「入学者受
入れの方針」）に基づき、入口から出口まで質保証の伴った大学教育を実現するため、アクティブ・ラーニング、学修成果の
可視化、入試改革・高大接続、長期学外学修プログラム、卒業時における質保証の取組の強化を図り、大学教育改革を一層推
進する。

入
口
か
ら
出
口

ま
で
質
保
証
を

伴
っ
た
大
学
教

育
の
実
現

大
学
教
育
改
革

先
進
的

評
価
手
法
の

共
同
開
発

高
等
学
校
基

礎
学
力
テ
ス

ト
（仮
称
）の

導
入
検
討
等

高
等
学
校

教
育
改
革

● 高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善のための研究開発事業：３億円【拡充】

「高等学校基礎学力テスト（仮称）」の導入に向けて、学習指導体制や教材開発等とともに、試行実施に向けてのフィージビリティを確
認するためのプレテストの実施等を行う。

高大接続改革の推進
平成２９年度概算要求 ６４億円

平成32年度から実施する「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」を円滑に導入・実施するため、記述式の作問・採点を
含むテストの信頼性・妥当性についての実証的検証、試験問題の難易度や運営上の問題の検証、トラブル発生時の検証、民
間の知見の活用等を行うための試行テスト（プレテスト）の実施に向けた必要経費について支援する。

厳しい時代を乗り越え、新たな価値を創造していくためには、知識量だけで
なく「真の学ぶ力」（※）が必要

※「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度」の学力の三要素か

ら構成される力

多様な背景を持つ子供たち一人一人が、それぞれの夢や目標の実現に向けて
学び努力した積み重ねを、しっかりと受け止めて評価し、社会で花開かせる

グローバル化の進展や生産年齢人口の急減など、社会の変化

新しい時代に必要となる資質・能力

主体的・協働的な学びなどを通じ
て「真の学ぶ力」を育成する高等
学校教育

高等学校までで培った力を更に向
上させ、社会へ送り出す大学教育

学力の三要素を多面的・総合的
に評価する大学入学者選抜

高大接続改革

（関連予算を含む）

別添資料４

※ 上記のほか、基盤的経費において、個別大学の入学者選抜改革等の取組を支援（国立大学法人運営費交付金、私学助成（私立
大学等改革総合支援事業））。（取組例） アドミッション・オフィスの充実・強化、 アドミッション・オフィサーの育成・配置、 「学力の３要素」を多面的・総合的に評価

する入学者選抜の推進、 高等学校段階の学習成果の評価に関するデータベースの構築など。
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○ 大学入学者選抜実施要項の見直しの予告（平成２９年度初頭を目途に通知予定）に向
け、以下について検討。

・入学者選抜の実施に係る新たなルールの検討、調査書・提出書類の在り方の検討 等

大学入学者選抜方法の改善に関する協議

○ 平成２９年度初頭に「実施方針」を策定・公表すべく、以下について検討。
・基礎学力の定着度合いを把握し結果提供するための方法、テスト実施方針の策定、
ＣＢＴ等によるテスト実施システムの在り方 等

「高等学校基礎学力テスト（仮称）」検討・準備グループ

○ 平成２９年度初頭に「実施方針」を策定・公表すべく、以下について検討。
・対象教科・科目の出題内容と範囲、記述式・英語の実施方法と実施時期、成績表示、

プレテストの実施内容、正式実施までのスケジュール、名称 等

「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」検討・準備グループ

○新テストの実施主体について検討

新テスト実施主体に関する省内検討体制

文部科学省改革推進本部・高大接続改革チーム

○リーダー：安西祐一郎文部科学省顧問、副リーダー：鈴木寛前文部科学大臣補佐官
○メンバー：文部科学事務次官、小松文部科学審議官、大臣官房長、生涯学習政策局長、初等中等

教育局長、高等教育局長、私学部長、浅田大臣官房審議官（高大接続・初等中等教育
局担当）、義本大臣官房審議官（高等教育局担当）、荒瀬克己大谷大学教授（ 「高等学
校基礎学力テスト（仮称）」検討・準備グループ主査）、岡本和夫大学改革支援・学位授
与機構理事（ 「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」検討・準備グループ主査）、片峰
茂長崎大学学長（大学入学者選抜方法の改善に関する協議座長）、大学入試センター
（オブザーバー）

○任 務：改革の推進状況の把握・フォローアップ（以下４グループ等の検討状況を含む。） 等

参考１

高大接続改革の推進・検討体制
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２７年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

高大接続改革のスケジュール

周知・徹底
教育課程の
見直し

学習指導方法の
改善、教員の指
導力の向上

「高等学校
基礎学力テ
スト（仮
称）」の導
入

多面的な
評価の充実

中央教育
審議会に
て、審議

答
申

告
示

制度改正

３３年度 ３４年度 ３５年度

「実
施
大
綱
」の

策
定
・公
表
（30

年
度
初
頭
）

中央教育審
議会にて審
議

答
申

「実
施
大
綱
」の
検
討

（新
テ
ス
ト
の
具
体
的
内

容
）

教科書作成・検定・採択・供給

プ
レ
テ
ス
ト
の
実
施

（29
年
度
目
途
）

「実
施
方
針
」の
策

定
に
向
け
た
検
討

３６年度

新学習指導要領
（年次進行で実施）

新学習指導要領を
踏まえた対応

「高等学校基礎学力テスト（仮称）」の試行実施

三つの方針
に基づく大
学教育の実

現

２８年度

学校教育法施行
規則、大学設置
基準等の改正、
三つの方針の策
定・公表のガイド
ラインの策定

認証評価制
度の改革

「大学入学
希望者学力
評価テスト
（仮称）」
の導入

個別大学に
おける入学
者選抜改革

「高等学校基礎学力
テスト（仮称）」の実施

各大学において、
三つの方針の策
定、見直し等の
取組（３月末まで
に要完了）

４
月
改
正

省
令
施
行

認証評価の細
目を定める省令
の改正（三つの
方針に関する評
価 など

評価機関におい
て、新たな評価基
準等への改訂、
各大学への周知

各大学に
おいて、自
己点検・ 評
価

４
月
改
正
省

令
施
行 第３サイクル評価開始（平成３０年度～）

「実施方針」の策
定に向けた検討

「実施方針」の
策定・公表（29
年度初頭）

プレテストの
実施（30年度
目途）

「実施大綱」
の策定・公
表（31年度
初頭目途）

「
大
学
入
学
希

望
者
学
力
評

価
テ
ス
ト
（
仮

称
）
」
の
実
施

新
学
習
指
導
要

領
に
対
応
し
た

「
実
施
大
綱
」
の

予
告

新
学
習
指
導
要

領
に
対
応
し
た

「
実
施
大
綱
」
の

策
定
・
公
表

新テストに係る実証的・専門的検討と準備・実施

新学習指導要領
の下での実施

大学入学者選抜
実施要項の見直
しについて、高
校・大学関係者
による協議

各大学の入
学者選抜方
法等の予
告・公表

「
平
成
33
年
度
大
学

入
学
者
選
抜
実
施

要
項
」
発
出
（32
年

５
月
）

各
大
学
で
選
抜
実

施
新
学
習
指
導
要
領

に
対
応
し
た
個
別

選
抜
の
実
施
に
関

す
る
通
知

各
大
学
の
入

学
者
選
抜
方

法
等
の
予
告
・

公
表

「
平
成
37
年
度
大

学
入
学
者
選
抜
実

施
要
項
」発
出
（36

年
５
月
）

各
大
学
で
選
抜
実
施

新
学
習
指
導
要

領
に
対
応
し
た

テ
ス
ト
の
実
施

多面的な評価の推進
・学習評価の在り方の見直しや指導要録の改善
・学習成果を多面的に評価するツールとしての民間検定等の活用の促進
・生徒自身の自発的なキャリア形成を促す方策の推進

【具体的方策】２．大学教育改革

制度改正に基づく教員の養成・採用・研修の充実

「
実
施
方
針
」
の
策

定
・
公
表

（29
年
度
初
頭
）

★各大学における各方針を踏まえた卒業認定、
カリキュラム改革、入学者選抜の改革、SD、FD等の
取組
→ 可能なものから速やかに実施

【具体的方策】３．大学入学者選抜改革

現行学習指導要領の下での実施

大学入学者選
抜実施要項の
見直しに係る
予告通知（29
年度初頭目
途）

【具体的方策】１．高等学校教育改革
参考２
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